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研究成果の概要 
フィリピン、インドネシア、中国からの日本定住日系「帰還」移民（二世～四世）につ

いて、日本と送出国の双方で実証的研究を実施した。フィリピンとインドネシアの日系人
は、永住権保持者が着実に増えているが、雇用は全般に不安定で、日本語能力の不足もあ
り、送出国への帰属意識の変化は顕著ではなかった。中国からの日系人については、政府
の支援施策もあり、日本国籍保持者が増え、「日本人」にも「中国人」にもなりきれない複
雑なアイデンティティの持ち主が多いことが示唆された。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 2,200,000 660,000 2,860,000 

2008 年度 1,400,000 420,000 1,820,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,600,000 1,080,000 4,680,000 

 
 
研究分野：社会学（国際社会学） 
科研費の分科・細目：社会学・社会学 
キーワード： 日系人、アイデンティティ、市民権、帰還移民、世代「格上げ」 
 
１． 研究開始当初の背景 
  
(1)グローバリゼーションの進展に伴って、ひ

との越境移動も加速している。国際移民の激

増は、これまでの「国民国家」モデルにほこ

ろびをもたらしている。たとえば、労働力不

足の時代に外国人労働者を多数受け入れた西

欧諸国、現在多数の移民を受け入れ続けてい

る米国、オーストラリア、カナダなどの移民

国では、移民の永住権や新たな国籍の取得で、

出自国の国籍放棄や二重国籍者などの複数国

籍者が激増した。それに伴って、彼らの市民

権（国籍、永住権など）とナショナル・アイ

デンティティが乖離するケースも数多く現わ

れ、各国で社会問題化してきた。アイルラン

ド系アメリカ人による北アイルランドの反政

府民兵組織「アイルランド共和軍」（IRA）

への支援活動、パキスタン系イギリス人によ

るロンドンでの爆破テロ活動、ユダヤ系オー

ストラリア人のイスラエル軍志願兵としての

レバノン攻撃参加などの事例は、それが端的

な形で表面化したものである。では、日本で

は、国籍を含む市民権とアイデンティティの

乖離やそれにまつわる問題はないのだろうか。
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日本に定住志向を強めるアジアからの日系人

のアイデンティティや市民権の実態を明らか

にすることによって、この問題を探究すると

いうのが本研究の趣旨である。 
(2)労働者の越境移動が進むなかで、日本で暮

らす外国籍の日系人は40万人を越え、「ニュ

ーカマー」の中核集団を成している。このう

ち、最大集団のブラジル日系人については、

すでに社会学者、人類学者らによる出稼ぎブ

ラジル日系人に関する社会学的研究が盛んに

なされている。その成果としては、渡辺雅子

編『共同研究 出稼ぎブラジル人』上下（明

石書店、1995年）、小内透・酒井恵真編『日

系ブラジル人の定住化と地域社会の変化』（御

茶の水書房、2001年）、梶田孝道ら編『顔の

見えない定住化－日系ブラジル人と国家・市

場・移民ネットワーク』（名古屋大学出版会、

2005年）などがあり、英語でも Jeffrey  
Lesser編, Searching for Home Abroad:  
Japanese Brazilians and Trans- 
nationalism (Duke University Press,2003)
という論文集、Takeyuki Tsuda, Strangers 
in the Ethnic Homeland: Japanese  
Brazilian Return Migration in Trans- 
national Perspective(Columbia University
Press, 2003)等のエノグラフィーも出版され

ている。日本の労働市場における位置づけ、

地域社会における文化摩擦、子弟の教育問題、

渡日後のアイデンティティの変化など、研究

テーマは年を追って広がりをみせている。 
(3)これに対し、アジアから渡日の日系人移民

(中国残留日本人とその家族を含む)は今や 
10万人を越えているにも関わらず、全般に研

究対象として軽視されてきた。この中で、中

国残留孤児・婦人とその家族（以下「中国帰

国者」と表記）については、蘭信三編『「中

国帰国者」の生活世界』（行路社、2000年）

が、彼らの「帰国」事情、帰国児童・生徒の

教育、アイデンティティ・クライシスなどを

比較的、包括的に取り上げ、彼らが日本に「帰

国」後に抱える問題を提示している。中国帰

国者2世・3世（中国日系人）については、教

育や就労に関する論文（黄英蓮・威光正哲著、

2002年と2003年）もウェブ上で公開されてい

る。しかし、欧米圏の社会科学で重要なテー

マになってきた「アイデンティティと市民権

の関係」については、中国帰国者の分野で本

格的研究はまだみあたらない。 
他のアジア諸国からの在日日系人にいたっ

ては、フィリピン日系人とその家族が1~2万
人（法務省入国管理局の在日外国人調査結果

からの推定）に、インドネシア日系人とその

家族は千人単位規模（「インドネシア日系人

支援の会」の推定）に膨らみ、日本で主に非

熟練労働に従事しながら生活しているものの、

その実態についての学術的研究は皆無に等し

かった。 
(4)本研究代表者は、オーストラリア国立大学

大学院在籍中の博士論文で、戦前のフィリピ

ンへの日本人移民とその末裔であるフィリピ

ン日系人（一世~三世）のアイデンティティと

市民権をテーマにした。その研究の延長で、 
2006年以降、フィリピンのほか、中国とイン

ドネシアから渡日の日系人のアイデンティテ

ィと市民権に関する予備調査に着手し、大阪

府、千葉県、静岡県などで、日系人へのイン

タビューを中心とする質的調査を実施した。

この成果は、同年6月の全豪アジア学会第16
回大会で「Transnational Citizenship and
Deterritorialized Identity: Nikkei Mig- 
rants ‘Returned’ to Japan from Other 
Countries of Asia」とのタイトルで発表し

た。しかし、インドネシアや中国の日系人に

ついては、取り上げた事例が少数であるため、

内容の薄さは否めなかった。科学研究費補助

金を得ての本研究は、これを本格的に発展さ

せたものである。 
 
2．研究の目的 

実例研究が相当に進展したブラジルから
「帰還」の日系人と違って、アジアからの日
系「帰還」移民については、その実態がほと
んど解明されていない。このため、中国、フ
ィリピン、インドネシアの「三大日系アジア
帰還移民」について、その実数、生活実態、
渡日事情を含む彼らの歴史、国籍・査証など
日本での法的地位と獲得している市民権、そ
れと彼らのナショナル/エスニック・アイデン
ティティについて考察する。また、日本と周
辺アジア諸国との間でひとの越境移動が加
速するなか、グローバリゼーション時代の市
民権や国民国家を再考する。 
 
3．研究の方法 
(1) フィリピン日系人については、マニラ

で開催のフィリピン日系人会連合会総会に

講演者として参加の2007年5月、二世～四世

の日系人約20人にインタビューし、彼らの

市民権、アイデンティティの推移などにつ

いて調査。この際、フィリピン日系人会連

合会会長、在京のNPO、フィリピン日系人リ

ーガルサポートセンター弁護士らキーイン

フォーマントと長時間、面談し、残留日系

二世の「就籍」の現状、市民権の変化など

について聞き取った。このほか、愛知県、

東京など在日の日系人のキーインフォーマ

ントからも聞き取りを実施した。 



 

 

 これらの調査結果を踏まえ、研究代表の

大野と研究分担者の飯島が共同で、彼らの

アイデンティティ、市民権、就労と生活等

に関するアンケート調査票（英語とフィリ

ピノ語）を作成。その後、在京の日系人支

援のNPO「フィリピン日系人リーガルサポー

トセンター」を通して日本各地の職場や居

住先に約千通の調査票を配布した。さらに、

東京での日系人の集会や、愛知県内の人材

派遣会社の協力を得て彼らの職場や宿舎で

の手渡しアンケート調査も実施し、合計で

217人の日系人から回答を得た。 

 

(2)インドネシアの日系人については、2007

年度にジャカルタや東部ジャワ地方で一世

（残留日本兵）と二世の十数人を対象にイ

ンタビュー調査を実施し、その結果を踏ま

えて、集住地域の愛知県、静岡県内で日系

二世・三世の十数人を対象にアイデンティ

ティと市民権に関する聞き取り調査を実施

した。これらの調査には、インドネシア語

が堪能で、インドネシア残留日本兵（一世）

研究を続ける林英一氏（慶応大大学院生）

が研究協力者として同行した。 

 

(3)中国からの「帰還」日系人（中国帰国者）

については、研究分担者の大久保（中国帰

国者二世・三世の会代表）の全面的協力を

得て、首都圏で二世・三世のキーインフォ

ーマント数人を対象にアイデンティティと

市民権に関する聞き取り調査を実施した。 

 

(4)研究開始当初、インドネシアと中国の日

系人については、研究代表者の研究実績や

人脈が不十分だった。このため、アジア地

域の日系人をテーマとする研究者のネット

ワーク作りを兼ねて、2008年１月に「アジ

ア太平洋日系人のアイデンティティと市民

権に関する研究」のワークショップ（「学

会発表」の欄参照）を開催した。ここで築

いた研究者ネットワークは、インドネシア

日系人のインドネシア調査（2008年3月）、

中部地方での調査（同年5月）、フィリピン

日系人対象の調査票調査（2008年12月～09

年3月）、中国日系人の首都圏調査（2009年

3月）などで生かされた。 

 
４．研究成果 
  
(1)フィリピン日系人（二世、三世、四世）に

ついては、この規模の在日フィリピン日系人

調査は今回が初めてで、長期定住化・永住化

傾向、戸籍についての法的手続きによって二

世が一世に、三世が二世になる「世代格上げ

」運動の広がり、三世や四世のフィリピン人

アイデンティティ保持の強さ等が判明した。

これらは職場・生活・言語環境にも由来する

と見られるが、研究分担者とともに、統計的

に因果関係の分析を進めている。 

彼らのアイデンティティと市民権について

の研究成果は、研究代表の大野が2007年11月

の日本人移民・日系人に関するフィリピン大

学での国際シンポジウム、アメリカ人類学会

年次大会、キャピトル大学（ミンダナオ島）

でのフィリピン日系人に関するワークショッ

プなどで発表した。また、研究分担者のシン

ガポールでの国際ワークショップ等で発表し

た（「研究発表」の項参照）。 

 

(2)インドネシア日系人（二世と三世）につい

ては、前年度のインドネシア調査を踏まえ、

浜松、豊橋などの集住地域で約10世帯を対象

にしたインタビュー調査を実施し、人材派遣

会社、地元自治体等の関係者からの聞き取り

も行った。フィリピン日系人同様、定住・永

住化傾向を強め、伴侶や子供との同居世帯が

増えているものの、不安定な雇用状況、日本

語学習機会の未整備などもあり、インドネシ

ア人アイデンティティの保持、永住意思の弱

い傾向などが見出された。 

 

(3)中国残留日本人の子孫である中国日系二
世・三世については、日本国籍取得などで日
本での永住化、日本社会への同化が進んでい
る一方、残留者の父母のジェンダーの違いに
よるアイデンティティの相違（相対的に、男
性の方が中国人アイデンティティが強い）が
観察された。しかし、キーインフォーマント
のサンプル数は限定的だったため、今後、さ
らに調査・研究を深めていく予定である。 
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